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自然条件の予測手法

宮崎県防災会議
地震専門部会

（令和７年度第２回）
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１．地震動の予測
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◼ 最新の知見に基づき地震動の予測を行い、被害想定を更新すること

⇒最新のボーリングデータの追加、最新の微地形区分の反映による地盤モデルの更新

⇒国（内閣府）の被害想定の見直しを考慮
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〇見直しの目的

１．地震動の予測

◼ 被害想定予測の基礎資料

地表震度、加速度など

震度分布図

〇見直しによる影響
●被害想定
• 人的被害
• 物的被害
• 公共施設・ライフライン施設被害
• 経済被害



◼ 前回調査、内閣府検討の手法などを参考に実施する。

◼ 手順は①想定地震の設定、②震源、地盤モデルの作成を実施し、それに基づき、③地震動の予測計
算、④震度分布図の作成、の手順で実施する。

◼ 地震動の予測結果は液状化の予測に利用する
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〇検討方法

１．地震動の予測

②震源、地盤モデルの作成

1-1．想定地震（P.６～）

1-2. 地盤モデル（P.９～）

①想定地震の設定

②震源、地盤モデルの作成

③地震動の予測計算（基盤～地表）

④震度分布図等の作成

③地震動の予測計算

１-3．計算条件（予測手法） （P.１０～）



◼ 前回調査と同様、２つの地震を想定する。
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〇想定地震一覧

１－１．想定地震

種類 名 称 地震規模

海
溝
型

①南海トラフ Mw9.0程度

②宮崎県独自モデル Mw8.9

強震断層モデル（南海トラフ）：
陸側ケースの例

宮崎県独自モデル
前回調査より抜粋

◼ 津波浸水想定の対象波源と同様に2つの地震を想定
する。

◼ ①は、H25調査、R1調査でも対象とした県への影響が
非常に大きい、内閣府「南海トラフ巨大地震モデル・被
害想定手法検討会」の強震断層モデルを用いる。（内
閣府（2012）からは変更なし）

◼ ②は、 H25調査、R1調査でも対象とした宮崎県独自
モデルである。防災上の観点から、県南部沖に日向灘
と同等規模のSMGAを設定している。SMGAの位置は、
過去の地震時の強震動生成域と概ね同じ場所に位置
する可能性が示唆されていることから、セグメントに2個
配置する。もう一つのSMGAは種子島沖に設定してい
る。

〇概要



◼ 前回調査、内閣府検討の手法などを参考に実施する。内閣府「南海トラフ巨大地震モデル・被害想
定手法検討会」のモデルのうち、県にとって一番影響の大きい、強震動生成域を陸側に配置した
ケース（陸側ケース）を採用する。
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〇南海トラフ

１－１．想定地震

基本ケース

東側ケース

西側ケース

陸側ケース

図 中央防災会議「南海トラフの巨大地震モデル検討会（2025）」の震源設定ケース

基本ケースの強震動生成域を

やや東側の場所に設定したもの

基本ケースの強震動生成域を

やや西側の場所に設定したもの

基本ケースの強震動生成域を

やや陸側の場所に設定したもの

日向灘

中央防災会議（2003）による東海

地震、東南海・南海地震の検討結

果を参考に、駿河湾～日向灘を震

源域として設定したもの

南海

東海

駿河湾



◼ 宮崎県の東方、日向灘で繰り返し地震が発生していることから、最大クラスの地震動として想定する。
断層パラメータは前回調査を採用する。
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〇宮崎県独自モデル

１－１．想定地震

宮崎県独自モデル
前回調査資料より抜粋

地震本部での日向灘周辺の評価領域（地震本部、2022）

日向灘

南海域

南西諸島

海溝域



◼ 深部地盤モデルは、H25調査をベースとし、内閣府（2025）にて変更があった地点は更新する。

◼ 浅部地盤モデルは、 H25調査をベースとし、地形分類等により微地形区分を見直し、収集したボー
リングデータを参考に浅部地盤モデルを更新する。
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〇地盤モデルの設定

１－２．地盤モデル

修正箇所

深部地盤モデルを更新した地域（内閣府、2025）

★深部地盤モデルの設定 ★浅部地盤モデルの設定

宮崎平野の地形分類（地理院地図）



◼ 前回調査及び国（内閣府、文部科学省地震本部）と同様の手法により、地表震度を算定する。
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〇予測手法

１－３．計算条件

震源断層を特定した地震の強震動予測手法（ 「レシピ」 ）より抜粋

【概要】

国（内閣府）と同様に震源～工学的基盤の地震動予測には標準的な手法のひとつである統計的グリーン関数法を
用いる。表層地盤は、AVS30を用いた震度増分を適用する。

震源モデル 深部地盤構造

工学的基盤

地震動

強震動計算：統計的グリーン関数法

工学的基盤

震度

地表震度

浅部

地盤構造

変換

震度増分



◼ 防災計画やハザードマップ作成のための基礎資料とするため、地震動の予測結果を整理する。
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〇予測結果整理

１－３．計算条件

南海トラフ（H25調査） 宮崎県独自モデル（H25調査） ２つのケースの重ね合わせ（H25調査）



１-４．予測手法の整理
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項 目 H25調査 今回調査

想定地震
２つの地震を想定
①南海トラフ（陸側ケース）
②宮崎県独自モデル

同左

震源モデル
①内閣府「南海トラフの巨大地震モデル
  検討会」による強震断層モデル
②津波浸水予測図で対象とした独自モデル

同左

地盤
モデ
ル

深部
全国1次地下構造モデル（暫定版）を微動アレ
イ観測等により更新した「宮崎県モデル」

H25調査をベースとし、内閣府（2025）にて
変更があった地点は更新

浅部
J-SHISの250mメッシュ微地形区分、土地基本
分類基本調査における地形分類図、空中写真を
参考にした50mメッシュの浅部地盤モデル

地形分類等により前回の微地形区分を見直
し、収集したボーリングデータを参考に更新

予測
手法

震源～
工学的基盤

統計的グリーン関数法 同左

工学的基盤
～地表

工学的基盤震度に表層地盤の震度増分を考慮 同左

予測結果 各種被害想定及び地表震度分布
結果のまとめ方は変更なし
地盤モデルの更新により予測結果を更新

新規箇所
更新箇所



2．液状化の予測
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◼ 最新の知見に基づき予測した地震動による液状化の予測を行い、被害想定を更新すること

⇒地盤モデルを最新の知見を用いて更新

⇒地盤の見直しに伴い、液状化の予測も更新
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〇見直しの目的

２．液状化の予測

◼ 被害想定予測の基礎資料

液状化危険度、沈下量など

液状化危険度予測図

〇見直しによる影響
●被害想定
• 人的被害
• 物的被害
• 公共施設・ライフライン施設被害
• 経済被害



◼ 前回調査と同様に、道路橋示方書・同解説（２０１７年１１月版）による手法で予測する。

◼ 手順は①地表加速度の設定、②FL,PL値の算定、③沈下量の算定、として、メッシュ単位で求める。
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〇検討方法

２．液状化の予測

①想定地震地表加速度の設定

②微地形による対象地点の選定

③FL,PL値の算定、沈下量の予測

④各分布図等の作成

①地表加速度の設定

地震動の予測結果の震度を用いて、童・山崎（1996）などによる震
度と加速度の関係式から算定する。

②微地形による対象地点の選定

微地形によって液状化の予測を行う地点を判定する。

③ FL,PL値の算定、沈下量の予測

道路橋示方書・同解説（2017年11月版）、建築基礎構造設計指
針(2019)の方法とする。



◼ 見直した地震動を用いて液状化危険度を予測する。建物被害は液状化に伴う地盤の沈下量により
検討する。

16

〇予測手法

２－１．計算条件

液状化判定の流れ（内閣府資料を一部抜粋）

【概要】

➢ 最新版の道路橋示方書・同解説（2017年11月版）の方法によってPL値を求め、４段階でランク付けして液状化
危険度分布図を作成する。

➢ 建物被害算定に用いる地盤の沈下量は建築基礎構造設計指針(2019)の方法で予測する。

PL値の区分表

予測結果の出力イメージ（液状化危険度）
ひなたGISで作成



２-２．予測手法の整理
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項 目 H25調査 今回調査

想定地震
２つの地震を想定
①南海トラフ（陸側ケース）
②宮崎県独自モデル

同左

予測
手法

液状化
危険度

「道路橋示方書･同解説（2002年3月発行）」に
よる、砂質土層の液状化の判定手法

「道路橋示方書･同解説（2017 年11月発
行）」による、砂質土層の液状化の判定手法

液状化発生
による

地盤沈下量

建築基礎構造設計指針(2001)に示されている
方法

建築基礎構造設計指針(2019)に示されて
いる方法

地盤モデル ボーリングデータより作成
前回調査時のデータをベースに最新のボー
リングデータなどを用いて更新

予測結果 各種被害想定及び液状化危険度分布図
結果のまとめ方は変更なし
地盤モデルの更新により予測結果を更新

新規箇所
更新箇所



３．斜面崩壊の予測
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◼ 県のデータを基本に、急傾斜地崩壊危険箇所を対象として、危険度ランクと震度をもとに、地震による危険
度ランクを予測する。

◼ 前回調査と同様に急傾斜地崩壊による建物被害についても予測を行う。
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〇予測手法

３－１．計算条件

急傾斜地地震対策危険度判定基準の点数付
（日本道路協会道路震災対策委員会、1986）

震度による危険度ランク判定基準



３-２．予測手法の整理
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項 目 H25調査 今回調査

想定地震
２つの地震を想定
①南海トラフ（陸側ケース）
②宮崎県独自モデル

同左

予測手法
急傾斜地崩壊危険箇所の耐震性危険度ランクと、
震度階より急傾斜地崩壊の地震時危険度ランク
を算出

同左

予測結果 急傾斜地崩壊による建物被害
結果のまとめ方は変更なし
地震動の更新により予測結果を更新

新規箇所
更新箇所



４．参考資料
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４．長周期地震動
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◼ 長周期地震動は、超高層建築物や大型の石油タンク等に影響する。

◼ 宮崎県は、超高層建築物が少なく、内閣府（2015）の検討でも推計震度が小さいことから、被害想
定の対象外とする。ただし、地表の揺れ（最大速度、最大変位）の分布図や長周期地震動階級を整
理することを検討する。

短周期の地震動による建物の揺れ 長周期の地震動による建物の揺れ

南海トラフ沿いの巨大地震による 長周期地震動に関する報告より（内閣府、2015）



４．長周期地震動
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南海トラフ沿いの巨大地震による 長周期地震動に関する報告より（内閣府、2015）

地表の揺れ（最大速度） 地表の揺れ（最大変位）

長周期地震動階級
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